
発言要旨 円卓会議第４回招聘者 中村 融 
 
①発言要旨 
私は円卓会議への私の意見を２ツと今日の会議で議論したいと考える三点を申し上げます。
円卓会議への私の意見の第１点は役割、運営、権限についてです。役割については前回の円
卓会議の成立が時の首相への三県知事の提言で「原子力政策への国民的合意が出来ておら
ず、立地県として原子力政策への協力は不可能である、国は責任をもって原子力政策への国
民的合意の成立を計れ」との提議を受け、原子力政策への国民的合意を計る為に設置せられ
たのが原子力政策円卓会議であり、従って自ずから原子力政策円卓会議は極めて重大で困難
な原子力政策の国民的合意を実現する役割を担っているものと考えます。 
第２点はこの成立の経緯と役割から、この会議の雲煙と権限は明確であると思います。 
この点第３回会議迄の論議を要約すれば、運営、権限は 
(1) 原子力委員会の資金で運営されるが、事務局は三菱総合研究所に委託し、会議は原子力

委員会の下部組織でなく、五名のモデレーター各位にすべて委ねられており「原子力委
員会廃止の様な決定」さえ決め得る独立した組織である。 

(2) 「徹底した論議を行う」為来年度も継続して行う事を予定する。 
(3) 周囲に壁を作って論議をするつもりはなく論議の途中でも、原子力委員会の決定には、

「口を差し挟む」事で対応していきたいとされ、円卓会議から原子力委員会への提言は
原子力委員会の決定では「考慮する」ですが、私は必ず提言は実現するものと考えてよ
いと思います。尚この円卓会議の運営に関連して三ツだけ提議させて戴いておきます。 

(1) この会議の運営経費の情報公開をお願いします。 
(2) この会議の広報を、テレビでのスポット広告迄含め追求して下さい。 
(3) この会議の招聘者の中で三名程度の常任の方を第六回から決めて下さい。臨時の招聘者

は出来る限り庶民的レベルで広く公募して求めて下さい。 
今回の会議のテーマは「原子力の運営体制のあり方について（１）」ですが、今迄の論議の
中で体制問題と路線問題で論議がされていますので、私は今日のテーマの「原子力の運営体
制のあり方について（１）」は「原子力政策の決定、運営のシステムをどうするか？」とい
う事を意味すると考え、その意味で問題点を三点提起させて戴きたいと思います。 
「原子力政策の決定、運営のシステムをどうするか？」という時に前提としたいのは、「今
迄のシステムでは今後はやっていけない」という事です。基本的な点で改革が必要だという
事だと考えます。今迄の原子力政策が国民不在で決定運営されてきたので、これが改められ
なくてはならないという事だと考えています。この前提の基に考えられる事は、 
(1) 国権の最高機関である国会で原子力の体制、政策、運営システムが論議決定され関係立

法が成立する体制をどう作ればよいのか？という事だと思います。私は今迄原子力の体
制、政策、運営システムは基本的には原子力委員会を中心に国会と無縁の所で行政内部
だけで進められていたと考えます。これが国民不在の体制を作ってきたと思います。そ



れでは国会でどの様な形が考えられるのかですが、原子力特別委員会の下に必要な審議
会、公聴会を設置して少なくとも当面集中的な論議が１年間程度は継続されて、原子力
基本法を含めて関係法律の抜本的な改正が計られるべきだと考えます。この意味から原
子力委員会は廃止、原子力安全委員会は再編強化、長期利用計画は不要と考えています。 

(2) 他方、地方自治体も地方議会で一斉に原子力につき論議を行い住民投票も含め民意を汲
み尽くした原子力の集中論議を行い此処の論議を国会に反映させる事が必要だと考え
ます。 

(3) 情報開示の問題は原子力には現状では今「特別な体制」を作る必要があると考えます。 
問題は３ツ程あると考えます。 
（イ） 基礎的資料、生データー迄含め専門家レベルで、本当に自由な情報開示と討論が必

要だし、その為の適切な体制が整備される必要があります。 
（ロ） 学術会議に原子力関係の情報開示の為の第三者機関として特別委員会を設置して、

今迄蓄積されてきている動燃・原研の研究開発資料の全面的な情報開示を進めて貰
い、科技庁と通産省の（原子力委員会・原子力安全委員会を含む）行政関係資料を
国会の原子力特別委員会で国政調査権の下で徹底的な情報開示を進めて貰いたいと
思います。例えば今動燃の非開示資料をどう開示するかの作業を核燃サイクル開発
機構が進めていますが、これは第三者機関で行う事が必要です。 

（ハ） 情報開示の問題で原子力に特別な側面があるかと言えば、円卓第１回会議でも議論
され「国民の大部分は無理解である」と指摘があり「判らない」のが大部分の国民
の現状だとされています。エネルギー問題でも同じ様な問題が指摘出来ます。この
現状は改められるのが当然だし、又それが可能であるという立場で私は考えたいと
思います。私はいささか微力を尽くして社会教育の場で、この１３年間科学的な日
常生活の知識の啓蒙、特に原子力についてのそれに努めてきました。国民は情報を
求め理解したいと願っています。具体的な方法論は会議での論議にゆだねたいと思
いますが、この点が重要なものである事だけは指摘しておきたいと思います。現代
はアカウンタビリティーの必要な時代であります。 

時間内にと思いまして不充分な形で申し訳ありませんが、必要な点につきましては論議の中
で補わせて下さい。どうも失礼しました。 
 

以上。 
 
②原子力基本法（省略） 
③原子力委員会及び原子力安全委員会設置法（省略） 
④原子力艦系行政組織一覧（省略） 
 
 



⑤ドイツ社民党と 90 年連合・緑の党との政策協定 
 
ドイツ社民党と 90 年・緑の党の政策協定(1998 年 10 月 20 日)要約 
ドイツ社会民主党と 90 年連合・緑の党の連立政権(以下連立政権)は、将来に渡って安定し、
環境と調和し、経済的にエネルギー供給を保証する。その際再生可能性エネルギーと省エネ
ルギーは政策プログラムの上位に位置付けられる。エネルギー供給構造の変更は、技術的、
エコロジー的、経済的な要件を考慮に入れて行われる。原子力発電には、予測不能な損害を
生じさせるという決定的にリスクがあるので責任を負う事は出来ない。 
 その為連立政権は可能な限り速やかに、原子力発電の利用を終了させることに着手する。 
 第１手段として(連立政権は)政権発足後 100 日以内に、以下の内容を含む最初の原子力
法改正を行う。・原子力推進の目的を削除する。・事業者に対し１年以内に安全性の再点検を
義務付ける・危険性の疑いに対する立証責任を明確化する。・廃棄物処分は直接最終処分に
制限する(再処理の禁止) ・ＥＵ規則の導入に関するものは例外として、９８年の原子力法改
正(州政府の持つ許認可権の一部を連邦政府に移管他)を廃止する。・原子力災害の賠償準備
金を増額する。 
 第２段階として連立政権は、新しいエネルギー政策や原子力終結の方法廃棄物問題に関
するコンセンサス形成の為に、エネルギー供給企業が対話の席に着くよう促す。これには政
権発足後１年以内の期限を設ける。(第１・２段階経過後)第３段階として、連立政権は損害
賠償を伴わない原子力利用から離脱を規定した法案を提出する。企業の(脱原発への)同意に
ついては時間的な制限を設ける。さらに廃棄物処分について、連立政権は以下の合意に達し
た。 
 今日迄の廃棄物処分のコンセンサスは、形式的で客観的な根拠をもっていなかった。放射
性廃棄物問題については、国民に支持される処分計画が作成されなくてはならない。 

総ての種類の放射性廃棄物のために、深地層に１ケ所の処分場があれば充分である。 
高レベル放射性廃棄物の最終処分は 2030 年頃を時間的目途とする。・(研究サイト予定地

である)ゴアレーベン、岩塩層のサイト適性には問題が多い。従って適性調査は中止し、異
なった岩盤の新規の立地点で適性調査が行われる。 

モルスレーベン、旧東ドイツへの低レベル廃棄物最終処分は終了させる・原則として原子
力事業者は原発敷地内または敷地の近辺に(使用済み燃料の)中間貯蔵施設を設置しなくて
はならない。使用済燃料の輸送は中間貯蔵施設に余裕がない場合か、原発運転会社以外が行
う場合に許可される・中間貯蔵施設は、最終処分のために使用されてはならない。 
 
  



⑥新エネルギーに関するデータ 
 
(I)太陽電池の現在の開発目標並びに将来展望 
諸発電方法による CO2 発生量比較表 

 CO2 NO2 SOX 

石油 322.8 － － 

天然ガス 178.0 － － 

原子力 7.8 0.003 0.030 

水力 5.9 － － 

太陽電池 5.3 0.007 0.020 

 表の数値は(g／Kwh)で表した、それぞれの１Kwh 当たりの CO2 発生量 
アモルハスし単、多結晶より 1／500 の厚みになっている。 

 アモルハス太陽電池はベルトコンベヤシステムで大量生産が可能でコストは 30 円／Kwh
と商用電源に匹敵できるコストの実現も可能である。 

スタック型で変換効率をあげる。吸収範囲を広げる。 
 スタック型はアモルハス太陽電池を太陽光エネルギーの吸収帯を微量元素をくわえるこ
とによってずらし、吸収帯の違う太陽電池を重ね合わしたもので、全太陽光のエネルギーを
吸収変換が可能になる。現状は 44％が吸収可能である。 
近い将来の変換効率 
単結晶 24－22％ 多結晶 17.9％ アモルハス 12－21％ 
アモルハスの現在の実用変換効率は 10.6％になっている。 
 
(II)風力発電の将来展望 
 風力発電のポテンシャルは NEDO データーで 34.127.1 (百万 Kwh／年)であり、コスト
は Kw 当たり 15～７円とされている。３年にわたる試験データー。 


